







































































































本件控訴審において、控訴院の Lewison 裁判官に McCombe 裁判官の同























Lewison 裁判官は、Little v Courage Ltd 事件 (12) の控訴院判決において、
Millett 裁判官が Scancarriers 事件の枢密院司法員会判決で Roskill 卿の提示
した原理を支持していることも根拠としている (13)。
Lewison 裁判官は、原審裁判官は Roskill 卿が明らかにした罠にはまった
とし、不動産仲介契約の性質を詳細に論じる Luxor (Eastbourne) Ltd v 








































































結されたと判示した (28)。Kitchin 卿が法廷意見を述べ、Wilson 卿、Sump-













桐蔭法学 27 巻 1 号（2020 年）
114
控訴院の Lewison 裁判官が依拠した Luxor (Eastbourne) Ltd v Cooper 事





























Kitchin 卿は、第一審裁判所の裁判官が採用した問題解決は、 Marks & 
























Little v Courage ltd 事件 (41) について、次のように述べる。同事件で Mil-





Kitchin 卿は、Scancarries 事件判決の適用範囲は、Lewison 裁判官が述
べる程には広くなく、同裁判官が根拠とする Roskill 卿の判決も特殊な事実
関係の下において理解される必要があるとする。
































ならないとする。Scutton 裁判官および Atkin 裁判官も Bankers 裁判官の結














































































るかが争点となった、RTS Flexible Systems Ltd v Molkerei Alois Müller 




















Wells v Denies 事件において、控訴院の Lewison 裁判官は、仲介手数料支
払い義務が発生する条件という本質的な契約条項に合意されなかったので、
拘束力ある契約は成立しないとの結論に至っている。しかし、RTS Flexible 





















示 し た Investors Compensation Scheme Ltd v West Browmwich Building 
Society 事件 (58) であり、同卿は、5 つの解釈原理を提唱している (59)。
（1）裁判所は、契約書が契約締結時に当事者であれば利用可能であったと 
するのが相当である一切の背景的知識を有している通常人に対して伝え













































Hoffmann 卿が Investors 事件で契約解釈原理のリステイトメントを発表
して以来、特定のカテゴリーの契約条項に特有な解釈方法を採用することは
なくなったが、こうしたことは最高裁の Arnold v Britton 事件判決において
も再確認された。






































Wells v Devani 事件では、契約を全体として解釈する手法が採用され、契
約解釈と契約条項の黙示の関係は直接言及されずに曖昧なまま残されている。
さらに、契約解釈に関する最近の指導的判例である Arnold v Britton 事件
および Marks & Spencer 事件において中心的役割を果たしている Neuberg-
er 卿の見解は、当事者が契約書面において選択した文言に第一次的価値を
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